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1.  平成24年3月期第3四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第3四半期 3,271 4.1 56 △8.0 55 △19.6 52 △11.5

23年3月期第3四半期 3,142 △7.3 61 ― 68 ― 59 ―

（注）包括利益 24年3月期第3四半期 51百万円 （△3.1％） 23年3月期第3四半期 53百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第3四半期 7.50 ―

23年3月期第3四半期 8.48 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第3四半期 2,766 967 34.9
23年3月期 2,315 916 39.4

（参考） 自己資本  24年3月期第3四半期  965百万円 23年3月期  912百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年3月期 ― 0.00 ―

24年3月期（予想） 0.00 0.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,110 △0.1 30 △32.8 27 △46.5 17 △55.9 2.48



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期報告書のレビュー手続を実施中であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信(添付資料)４ページ「１.当四半期の連結業績等に関する定性的情報 (3) 連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期3Q 7,055,000 株 23年3月期 7,055,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期3Q 4,179 株 23年3月期 3,980 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期3Q 7,050,831 株 23年3月期3Q 7,051,797 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）におけるわが国経済は、東日本大震

災の影響による厳しい状況が続く中、緩やかな持ち直しの動きは見られるものの、欧州債務問題や円高の進行もあ

り、景気は依然として先行き不透明な状況で推移しております。 

当社グループを取り巻く食品業界におきましても、東日本大震災に伴う原発事故により原材料や加工品の安全性

が強く求められており、加えて先行き不透明感から消費者の生活防衛意識の高まりによる節約志向・低価格志向が

続くという経営環境は厳しいものとなっております。 

このような経営環境の下、当社グループは第２次中期経営計画『創健社「新たな顧客層の獲得と利益重視の経営

体質へ」』の初年度となります当連結会計年度におきましては、第２次中期経営計画の成否の鍵をにぎる重要な年

と位置付け、第２次中期経営計画期間中の売上高拡大のための各種の施策の展開のスタートの年と考えており、売

上高、営業利益及び当期純利益の確保達成を目指し、役員・社員一丸となって取り組んでおります。 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの商品品目別売上高につきましては、「副食品」が缶詰類、イ

ンスタント味噌汁及びまぜ御飯の素の売上が増加し、前年同四半期比で１９.９％増の７億１８百万円、「嗜好品・

飲料」がチョコレート、果汁飲料及びナチュラルミネラルウォーターの売上が増加し、前年同四半期比で１１.７％

増の５億８４百万円となりました。また、この２、３年間減り続けた「栄養補助食品」が０．１％増と微増ではあ

りますが、売上高が増加しました。他の品目別売上については、前年同四半期比で５％以内の減少で止まりまし

た。 

この結果、全体の売上高は、３２億７１百万円（前年同四半期比４.１％増）となり、売上総利益率は２７.１％

から２７.２％と０．１ポイント上昇となりましたが、販売費及び一般管理費は８億３４百万円（前年同四半期比

５.６％増）となったことにより、営業利益では５６百万円（前年同四半期比８.０％減）、経常利益５５百万円

（前年同四半期比１９.６％減）という結果になりました。四半期純利益につきましては、５２百万円（前年同四半

期比１１.５％減）となりました。 

  

品目別主要商品の状況   

当社グループの事業は単一グループであり、当第３四半期連結累計期間の販売及び仕入実績をセグメントごと及

び事業部門ごとに示すことができないため、品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

品目別主要商品売上構成 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

品目別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同四半期比 主要商品 

油脂・乳製品  437,577  13.4 4.6％減
マーガリン・べに花油・えごま油・オ

リーブ油 

調味料  1,004,436  30.7 2.1％減
醤油・味噌・砂糖・塩・酢・カレー・

シチュー・マヨネーズ・ドレッシング 

嗜好品・飲料  584,873  17.9 11.7％増
菓子・野菜果汁飲料・お茶・ドライフ

ルーツ 

乾物・雑穀  256,857  7.8 3.2％減
小麦粉・パン粉・米・雑穀・鰹節・昆

布 

副食品  718,207  21.9 19.9％増
ジャム・スープ・レトルト食品・麺

類・缶詰 

栄養補助食品  182,179  5.6 0.1％増 青汁・キダチアロエ・梅エキス 

その他  87,364  2.7 1.4％減 トイレタリー・機械器具・化粧品 

合 計  3,271,495  100.0 4.1％増 － 



品目別主要商品仕入構成 

   

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 ①資産、負債及び純資産の状況  

(資産)  

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて６億５５百万円の増加となりました。この主な要因は、「現金及び預

金」の３億８４百万円増加及び「受取手形及び売掛金」が売上高の季節変動により１億９９百万円増加したことな

どによるものであります。  

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて２億４百万円の減少となりました。この主な要因は、「保険積立金」の

１７百万円増加及び有形固定資産の９百万円増加があったものの、「長期預金」２億３２百万円を「現金及び預

金」に振替えたことなどによるものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて４億５０百万円増加し、２７億６６百万円となりました。  

(負債)  

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて４億１８百万円の増加となりました。この主な要因は、「支払手形及び

買掛金」の３億１８百万円増加及び「短期借入金」が１億１１百万円増加したことなどによるものであります。固

定負債は、前連結会計年度末と比べて１９百万円の減少となりました。この主な要因は、「リース債務」の１１百

万円増加、「退職給付引当金」の６百万円増加及び「役員退職慰労引当金」の５百万円増加があったものの、「長

期借入金」が４２百万円減少したことなどによるものであります。この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比

べて３億９９百万円増加し、１７億９８百万円となりました。  

(純資産)  

 純資産は、前連結会計年度末に比べて５１百万円の増加となりました。この主な要因は、四半期純利益５２百万

円によるものであります。  

  

② キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動の

結果１億２１百万円及び財務活動の結果６８百万円を得て、投資活動の結果２８百万円を使用し、前連結会計年度

末に比べて１億６１百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には１０億８１百万円(前年同四半期比３億６８百

万円増)となりました。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動に係るキャッシュ・フローとして売上債権の増加額２億３百万円及びたな卸資産の増加額６２百万円等

により一部相殺されたものの、仕入債務の増加額３億１９百万円及び税金等調整前四半期純利益５６百万円等によ

り、営業活動の結果得られた資金は１億２１百万円(前年同四半期比８５百万円増)となりました。  

   

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動に係るキャッシュ・フローとして保険積立金の積立による支出１５百万円及び有形固定資産の取得によ

る支出１１百万円等により、投資活動の結果使用した資金は２８百万円（前年同四半期は８８百万円の獲得)とな

りました。  

   

品目別 仕入高(千円) 前年同四半期比 

油脂・乳製品  314,295 8.0％減

調味料  766,038 1.3％減

嗜好品・飲料  446,760 15.7％増

乾物・雑穀  202,966 4.8％減

副食品  492,068 20.8％増

栄養補助食品  119,565 5.0％増

その他  88,669 7.0％増

合 計  2,430,362 4.7％増 



（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動に係るキャッシュ・フローとして長期借入金の返済による支出９５百万円等により一部相殺されたもの

の、短期借入金の純増１億２５百万円及び長期借入れによる収入４０百万円により、財務活動の結果得られた資金

は６８百万円（前年同四半期比２０百万円増)となりました。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の通期業績予想につきましては、平成23年５月19日付「平成23年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)」に発

表しました内容から変更はありません。  

  

※ 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、

今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

   

   

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。   

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

  

（４）追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



当社グループは、前連結会計年度において44,664千円の営業利益、39,564千円の当期純利益を、当第３四半期連

結累計期間において56,540千円の営業利益、52,915千円の四半期純利益を計上しました。しかしながら、営業損失

及び四半期（当期）純損失は、前々連結会計年度まで長期間継続しております。当該状況から、当社グループには

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、このような経営成績を踏まえて、第２次中期経営計画『創健社「新たな顧客層の獲得と利益重

視の経営体質へ」』に基づき、利益重視の経営体質の形成を目指して活動を継続しております。 

初年度となります当連結会計年度におきましては、第２次中期経営計画の成否の鍵をにぎる重要な年と位置付

け、第２次中期経営計画期間中の売上高拡大のための各種の施策の展開のスタートの年と考えております。  

  

（１） 新しい創健社ブランドの発信 

新しい創健社ブランドの発信として、コミュニケーション・ワードを策定いたしました。 

コミュニケーション・ワード ＬＯＶＥ ＦＯＯＤ ＰＥＡＣＥ 

「ＬＯＶＥ」とは「必要な時間を惜しまない、ものつくりの精神」を表します。 

「ＦＯＯＤ」とは「わたしたちに元気をくれるほんものの食べ物」を表します。 

「ＰＥＡＣＥ」とは「食べることが楽しくなるようなおいしさ」を表します。 

もっと多くの方々へ当社を認知していただくとともに当社の姿勢をご理解していただくためにコミュニケー

ション・ワードを主体として当社ホームページをはじめとする自社メディア、コミュニティ形成、広告、互い

に共感しあう媒体でのパブリシティ、営業販売促進活動等を行い、売上高の拡大を図ります。 

  

（２） 新購買層へのアプローチ 

当社グループ商品のエンドユーザーは、1960年代以降の大量生産・大量消費社会へのアンチテーゼとして健

康食品・自然食品を受け入れている世代や食物アレルギー等のお子様を抱えているお母様方であります。しか

し、売上高を拡大させるには、これまでの消費者層とは別に、ここ数年市場を牽引しているライフスタイルを

重視している方々を獲得すべき新たな顧客層としてアプローチしていきます。 

  

（３） チャネル別に的確な商品の提案 

プライベートブランド商品及び他社ブランド商品をチャネル別にイベント性、季節性を重視し、さらに的確

にそして効率的に提案して売上高の拡大を図ります。 

  

（４） プライベートブランド商品の積極的な開発 

前連結会計年度においては、プライベートブランド商品は、商品の企画開発コストを抑えるため、新商品の

開発よりもリニューアルを積極的に行いましたが、当連結会計年度においては、新商品の開発を積極的に行

い、売上高の拡大を図ります。 

  

（５） 新規得意先の開拓 

新規の得意先を積極的に開拓するとともに、売上高の増加が見込める得意先については、新たな営業販売促

進活動により掘り起こしを行い、売上高の拡大を図ります。 

  

（６） 業務提携によるシナジー効果の最大化 

平成23年２月10日に業務提携した太田油脂の生産する商品を積極的に活用して、売上高の拡大を図ります。 

  

（７） 売上総利益・営業利益の額を重視 

前中期経営計画の施策であるコストダウンの維持ではなく、今後、(1)から(6)の施策により売上高を増や

し、売上総利益・営業利益の額を増大させていきます。 

   

   

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 908,052 1,292,886

受取手形及び売掛金 630,511 829,755

有価証券 12,261 22,269

商品及び製品 126,094 181,807

仕掛品 339 327

原材料及び貯蔵品 16,055 23,097

その他 24,108 22,537

貸倒引当金 △2,958 △3,212

流動資産合計 1,714,464 2,369,469

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 301,176 283,473

減価償却累計額 △229,721 △215,369

建物及び構築物（純額） 71,455 68,103

土地 80,492 79,033

リース資産 － 14,902

減価償却累計額 － △923

リース資産（純額） － 13,978

その他 186,191 186,826

減価償却累計額 △170,838 △171,592

その他（純額） 15,353 15,234

有形固定資産合計 167,300 176,350

無形固定資産 18,656 21,385

投資その他の資産   

投資有価証券 92,842 91,518

保険積立金 59,413 77,378

長期預金 232,181 －

その他 75,599 76,330

貸倒引当金 △44,997 △46,214

投資その他の資産合計 415,038 199,013

固定資産合計 600,995 396,749

資産合計 2,315,460 2,766,219



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 482,591 800,741

短期借入金 340,335 451,849

リース債務 － 3,280

賞与引当金 18,043 14,789

未払法人税等 9,783 6,447

その他 102,391 94,657

流動負債合計 953,145 1,371,765

固定負債   

長期借入金 202,700 160,530

リース債務 － 11,593

退職給付引当金 149,356 156,234

役員退職慰労引当金 66,200 71,200

繰延税金負債 7,528 6,163

その他 20,331 21,173

固定負債合計 446,116 426,894

負債合計 1,399,261 1,798,660

純資産の部   

株主資本   

資本金 920,465 920,465

資本剰余金 411,979 411,979

利益剰余金 △429,862 △376,947

自己株式 △860 △877

株主資本合計 901,721 954,619

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,067 11,156

その他の包括利益累計額合計 11,067 11,156

少数株主持分 3,409 1,782

純資産合計 916,198 967,558

負債純資産合計 2,315,460 2,766,219



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 3,142,709 3,271,495

売上原価 2,290,490 2,380,062

売上総利益 852,218 891,432

販売費及び一般管理費 ※  790,772 ※  834,892

営業利益 61,445 56,540

営業外収益   

受取利息 1,440 794

受取配当金 1,411 1,506

仕入割引 1,702 1,680

破損商品等賠償金 1,029 613

受取保険金 2,256 －

負ののれん償却額 748 －

持分法による投資利益 1,684 －

その他 2,391 1,035

営業外収益合計 12,664 5,630

営業外費用   

支払利息 3,943 6,550

為替差損 1,467 551

その他 181 1

営業外費用合計 5,592 7,103

経常利益 68,518 55,068

特別利益   

投資有価証券売却益 3,096 －

保険解約返戻金 － 2,516

特別利益合計 3,096 2,516

特別損失   

固定資産除却損 428 970

投資有価証券評価損 － 257

関係会社株式売却損 3,440 －

保険解約損 － 34

特別損失合計 3,868 1,262

税金等調整前四半期純利益 67,746 56,323

法人税、住民税及び事業税 7,758 5,035

法人税等合計 7,758 5,035

少数株主損益調整前四半期純利益 59,988 51,288

少数株主利益又は少数株主損失（△） 194 △1,626

四半期純利益 59,793 52,915



（四半期連結包括利益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 59,988 51,288

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,955 88

その他の包括利益合計 △6,955 88

四半期包括利益 53,032 51,377

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 52,838 53,004

少数株主に係る四半期包括利益 194 △1,626



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 67,746 56,323

減価償却費 20,666 17,363

負ののれん償却額 △748 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,593 6,877

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 600 5,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,315 △3,254

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,374 1,471

受取利息及び受取配当金 △2,851 △2,300

仕入割引 △1,702 △1,680

支払利息 3,943 6,550

持分法による投資損益（△は益） △1,684 －

為替差損益（△は益） 1,088 509

固定資産除却損 428 970

関係会社株式売却損益（△は益） 3,440 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 257

投資有価証券売却損益（△は益） △3,096 －

保険解約損益（△は益） － △2,482

売上債権の増減額（△は増加） △268,642 △203,708

たな卸資産の増減額（△は増加） △43,441 △62,743

仕入債務の増減額（△は減少） 287,674 319,644

未払消費税等の増減額（△は減少） 11,747 △7,252

その他 △16,027 624

小計 40,606 132,171

利息及び配当金の受取額 2,389 2,005

利息の支払額 △3,697 △5,987

法人税等の支払額 △3,177 △6,192

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,121 121,997

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △1,050

投資有価証券の取得による支出 △208 △210

投資有価証券の売却による収入 83,431 －

関係会社株式の売却による収入 3,000 －

有形固定資産の取得による支出 △5,295 △11,182

有形固定資産の売却による収入 1,425 4,831

無形固定資産の取得による支出 △4,709 △6,968

貸付けによる支出 － △700

貸付金の回収による収入 1,010 819

保険積立金の積立による支出 △595 △15,538

保険積立金の解約による収入 － 55

その他 10,522 1,514

投資活動によるキャッシュ・フロー 88,580 △28,429



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 59,167 125,334

長期借入れによる収入 90,000 40,000

長期借入金の返済による支出 △99,900 △95,990

リース債務の返済による支出 － △772

自己株式の取得による支出 △97 △17

少数株主への払戻による支出 △1,260 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,909 68,553

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,088 △509

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 171,521 161,611

現金及び現金同等物の期首残高 541,645 920,313

現金及び現金同等物の四半期末残高 713,167 1,081,925



当社グループは、前連結会計年度において44,664千円の営業利益、39,564千円の当期純利益を、当第３四半期

連結累計期間において56,540千円の営業利益、52,915千円の四半期純利益を計上しました。しかしながら、営業

損失及び四半期（当期）純損失は、前々連結会計年度まで長期間継続しております。当該状況から、当社グルー

プには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、このような経営成績を踏まえて、第２次中期経営計画『創健社「新たな顧客層の獲得と利益

重視の経営体質へ」』に基づき、利益重視の経営体質の形成を目指して活動を継続しております。 

初年度となります当連結会計年度におきましては、第２次中期経営計画の成否の鍵をにぎる重要な年と位置付

け、第２次中期経営計画期間中の売上高拡大のための各種の施策の展開のスタートの年と考えております。  

  

① 新しい創健社ブランドの発信 

新しい創健社ブランドの発信として、コミュニケーション・ワードを策定いたしました。 

コミュニケーション・ワード ＬＯＶＥ ＦＯＯＤ ＰＥＡＣＥ 

「ＬＯＶＥ」とは「必要な時間を惜しまない、ものつくりの精神」を表します。 

「ＦＯＯＤ」とは「わたしたちに元気をくれるほんものの食べ物」を表します。 

「ＰＥＡＣＥ」とは「食べることが楽しくなるようなおいしさ」を表します。 

もっと多くの方々へ当社を認知していただくとともに当社の姿勢をご理解していただくためにコミュニケーシ

ョン・ワードを主体として当社ホームページをはじめとする自社メディア、コミュニティ形成、広告、互いに共

感しあう媒体でのパブリシティ、営業販売促進活動等を行い、売上高の拡大を図ります。 

  

② 新購買層へのアプローチ 

当社グループ商品のエンドユーザーは、1960年代以降の大量生産・大量消費社会へのアンチテーゼとして健康

食品・自然食品を受け入れている世代や食物アレルギー等のお子様を抱えているお母様方であります。しかし、

売上高を拡大させるには、これまでの消費者層とは別に、ここ数年市場を牽引しているライフスタイルを重視し

ている方々を獲得すべき新たな顧客層としてアプローチしていきます。 

  

③ チャネル別に的確な商品の提案 

プライベートブランド商品及び他社ブランド商品をチャネル別にイベント性、季節性を重視し、さらに的確に

そして効率的に提案して売上高の拡大を図ります。 

  

④ プライベートブランド商品の積極的な開発 

前連結会計年度においては、プライベートブランド商品は、商品の企画開発コストを抑えるため、新商品の開

発よりもリニューアルを積極的に行いましたが、当連結会計年度においては、新商品の開発を積極的に行い、売

上高の拡大を図ります。 

  

⑤ 新規得意先の開拓 

新規の得意先を積極的に開拓するとともに、売上高の増加が見込める得意先については、新たな営業販売促進

活動により掘り起こしを行い、売上高の拡大を図ります。 

  

⑥ 業務提携によるシナジー効果の最大化 

平成23年２月10日に業務提携した太田油脂の生産する商品を積極的に活用して、売上高の拡大を図ります。 

  

⑦ 売上総利益・営業利益の額を重視 

前中期経営計画の施策であるコストダウンの維持ではなく、今後、①から⑥の施策により売上高を増やし、売

上総利益・営業利益の額を増大させていきます。 

  

しかしながら、これらの施策の展開は実施途上であるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な

不確実性が存在するものと認識しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、このような重要な不確実性の影響を四半

期連結財務諸表に反映しておりません。 

   

（４）継続企業の前提に関する注記



   

【セグメント情報】 

  前第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

   当社グループは、健康自然食品の卸売業として、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

  当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

   当社グループは、健康自然食品の卸売業として、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

   

   

該当事項はありません。 

   

   

該当事項はありません。 

   

   

（四半期連結損益計算書関係）   

  

生産、受注及び販売の状況 

 当社グループは卸売業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況は記載しておりません。  

 また、当社グループの事業は単一セグメントであり、当第３四半期連結累計期間の販売及び仕入実績を事業のセグ

メントごと及び事業部門ごとに示すことができないため、１．当四半期決算に関する定性的情報 （１）連結経営成

績に関する定性的情報 品目別主要商品の状況をご参照して下さい。 

  

（５）セグメント情報等

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象

（８）その他の注記事項

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

荷造運送・保管費   197,260千円

給料手当     223,609 

賞与     14,749  

研究開発費     13,305  

退職給付費用     13,822 

役員退職慰労引当金繰入額     4,600 

貸倒引当金繰入額  1,374  

賞与引当金繰入額  8,094  

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

荷造運送・保管費 210,053千円

給料手当及び賞与 242,514 

研究開発費 14,282 

退職給付費用 20,713 

役員退職慰労引当金繰入額 5,000 

貸倒引当金繰入額  1,471 

賞与引当金繰入額  14,689 

５．補足情報
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